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＊様式は問合せ先までご請求ください。

○下記の書類を提出してください。 ※就職後６ヶ月以内に申請し受理されたものに対して審査し貸付します。

１．障害福祉分野就職支援金貸付申請書（実施要綱別記第１０号様式）

２．誓約書（実施要綱別記第１号様式）

※本人と連帯保証人が連署、押印。（連帯保証人は実印とし、印鑑登録証明書（発行日から３ヶ月以内）を添付）
収入印紙（２００円）を貼り、割印を押印してください。

３．就職した事業所の就労証明書（県社協指定）

４．介護職員初任者研修以上の研修修了証の写し

５．世帯全員の住民票（発行日から３ヶ月以内）

６．前年分の世帯全員の所得証明書（最新のもの）（発行日から３ヶ月以内）

※前年分の所得証明書が発行できない場合は、前々年分の所得証明書

１．申請書類を受理後、１ヶ月程度で結果通知を送付します。受理日によっては、１ヶ月以上かかる場合があります。

（注）申請書類に不備等がある場合は、受理できません。

２．貸付決定通知とともに送付する口座振込申出書（実施要綱別記第１１号様式）を提出後、３～４週間程度で
借受人が指定する本人名義の口座に資金を振り込みます。

日本国内に住所を有する連帯保証人が必要です。連帯保証人は、貸付を受けた者と連帯して債務を負担するものとします。

次の場合は、貸付金を返還していただくことになります。

○貸付決定を解除されたとき
○死亡したとき、又は心身の故障により業務に従事できなくなったとき（業務従事中の死亡を除く）
○山口県内の障害福祉サービス事業所等において障害福祉職員の業務に従事しなくなったとき
○虚偽その他不正の方法により貸付を受けたことが明らかになったとき
○その他貸付事業の目的を達成する見込みがなくなったと認められるとき

申請方法

資金交付までの流れ

連帯保証人

貸付金の返還

ご案内には概要を記載していますので、介護福祉士修学資金等貸与実施要綱等はホームページをご覧ください。

（表面※1）障害福祉サービス事業所等とは？

○次に規定する障害福祉サービスを提供する事業所もしくは施設
・「障害者総合支援法（平成17年法律123号）」 第５条第１項、第18項、第77条及び第78条
・「児童福祉法（昭和22年法律164号）」 第６条２の２第１項、第７項及び第７条第２項
・「身体障害者福祉法（昭和24年法律283号）」 第４条の２
○次に規定する事業所もしくは施設
・「障害者総合支援法」第５条第27項、第28条及び第77条の２
・「身体障害者福祉法」第５条

上記の事業所において、主たる業務が利用者に直接サービスを提供する者を「障害福祉職員」といいます。

（表面※2）対象となる介護職員初任者研修以上の研修とは？

・介護職員初任者研修 ・介護福祉士実務者研修
・居宅介護職員初任者研修 ・障害者居宅介護従事者基礎研修
・重度訪問介護従業者養成研修（基礎、統合及び行動障害支援いずれかの課程と応用を受講すること）
・同行援護従業者養成研修（基礎、応用を受講すること）
・行動援護従業者養成研修


